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十分な審議のないまま強行採決へ  

 

 

介護保険法改正案含む「医療・介護総合確保推進法案」衆院通過 
 

５月１４日の衆議院厚生労働委員会にて「医療・介護総合確保推進法案」の採決の様子。質疑終了後、

与党側から質疑打ち切りの提案。野党側が審議は十分に尽くされていないと審議続行を委員長に詰め寄

って訴える中、賛成に立ち上がる与党議員ら。また、この日の午後には安倍首相が答弁に立った。 
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（5/14 国会傍聴 生の声） 

思わず声を出してしまいそうでした。

この一言で皆さん、想像できるのではない

かと思います。まったく、安倍総理は介護

現場の状況、これから変わりゆく高齢者の

姿をわかろうとしていない、介護保険の制

度を残念ながら理解していないと感じまし

た。各議員からの質問には同じ回答もしく

は言葉を前後変えて話すという「ただ答え

ているだけ」。それもペーパーを見て読み上

げている。資料はあらかじめ出来上がって

いるものなのでしょう。 

議員からの「現場を実際に見たのか？」

との質問には「担当の者が行き報告を受け

ている」とのこと。これでは私達の現場を

知らず法律を改正することになります。

（うらへ続く） 

 



 

 

介護保険法改正案は「医療・介護総合確保推進法案」として医療法改正案等と一括して国会に

提案された。自治労は要支援者への訪問介護および通所介護が給付から市町村事業に移行される

ことに反対し，国会対策を進めた。２月 21日には社会福祉評議会の介護部会および社協ネットに

よる衆参厚生労働委員への要請行動を実施した。さらに，衆議院の実質審議入りにあわせ，４月

８日および 10日に衆議院厚生労働委員への要請行動を実施した。この中で，国会議員から要請さ

れた「介護現場の声や利用者・家族の声」を国会審議へ反映させるための「要支援者給付の市町

村事業化についての緊急調査」を行い，１週間という短期間にもかかわらず 240 を超す回答数を

得ることができた（調査結果概要は以下参照）。また，この調査結果を踏まえ，４月 23日、25日、

5 月 9 日、14 日には衆議院厚生労働委員会の傍聴行動を実施し，緊急調査の結果も踏まえた議員

の質疑を傍聴した。 

（生の声続き）介護保険は何の為に作られたのか！国は要支援者への訪問・通所を市町村事業に

移行し、ボランティア・ＮＰＯ法人に担ってもらうとのこと。家族介護の軽減や住み慣れた地域

で安心して生活を送る為の介護保険であったはず。そのためにヘルパー２級研修の実施および資

格の取得を位置づけたはず。専門職としてやってきた私達をどう考えているのか。「誇りをもって

仕事をしています」と叫びたかったです。 

近所の方が来てお茶のみをするのはいいですよ、しかし、近所の方に部屋を見られたくないと

思う方が多いのです。ヘルパーは信頼されているからこそ、部屋に入ることができるのです。安

倍総理は自分に置き換えて考えているのでしょうか？「もし自分だったら」と置き換えて考えて

ほしい。 

来年４月の改正まで、曖昧なまま見切り発車をしないよう、これからも街頭行動や議員要請行

動を行いながら訴えていきたいと思いました。 

（5月 14 日の厚生労働委員会を傍聴しての感想。介護部会副部会長 森） 
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